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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　着座したユーザを支持するように構成した第１のいす部材；
　第２のいす部材であって、前記第２のいす部材が前記第１のいす部材と実質的に同一平
面である第１の位置と、前記第２のいす部材が前記第１のいす部材と実質的に平行である
第２の位置との間を移動可能である第２のいす部材；
　前記第１のいす部材の少なくとも一部分及び前記第２のいす部材の少なくとも一部分の
周りを覆うカバー部材；並びに
　前記第２のいす部材が前記第１の位置にあるときに前記第１のいす部材の前記少なくと
も一部分及び前記第２のいす部材の前記少なくとも一部分の周りで前記カバー部材を引っ
張るために、前記カバー部材と動作可能に結合した１本の引き紐を備え、
　前記第２のいす部材が前記第１の位置から前記第２の位置に移動したときに、前記第１
のいす部材の少なくとも一部分の周りと、前記第２のいす部材の少なくとも一部分の周り
を前記カバー部材が覆いつづけている、
　いす構成要素
【請求項２】
　前記引き紐は前記第１のいす部材と当接する、請求項１に記載のいす構成要素。
【請求項３】
　前記引き紐は、前記第１のいす部材とは別個の少なくとも１つの締め具によって前記第
１のいす部材に固着される、請求項１又は２に記載のいす構成要素。
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【請求項４】
　前記少なくとも１つの締め具は、少なくとも１つのかすがいを含む、請求項３に記載の
いす構成要素。
【請求項５】
　前記第１のいす部材は、前面、後面、及び前記後面から後方に延在する少なくとも１つ
の隆起部分を含み、前記少なくとも１つの締め具は、前記少なくとも１つの隆起部分内に
受け入れられる、請求項３又は４に記載のいす構成要素。
【請求項６】
　前記第１のいす部材の前記前面及び前記第１のいす部材の前記後面は、前記第１のいす
部材の前記前面と前記第１のいす部材の前記後面との間の第１の厚さを画定し、前記第１
のいす部材の前記前面及び前記少なくとも１つの隆起部分は、前記第１の厚さよりも大き
い、前記第１のいす部材の前記前面と前記少なくとも１つの隆起部分との間の第２の厚さ
を画定する、請求項５に記載のいす構成要素。
【請求項７】
　前記第１のいす部材は、前面、後面、及び前記後面から後方に延在する少なくとも１つ
の隆起部分を含み、前記カバーは、前記隆起部分と位置合わせされる、請求項３～５のう
ちいずれか一項に記載のいす構成要素。
【請求項８】
　前記第１のいす部材は、少なくとも１つの結合器を含み、前記第２のいす部材は、前記
第１の結合器を係合する少なくとも１つの第２の結合器を含み、それにより、前記第２の
いす部材が前記第２の位置にあるときに前記第２のいす部材を前記第１のいす部材に固着
する、請求項１～７のうちいずれか一項に記載のいす構成要素。
【請求項９】
　前記少なくとも１つの第１の結合器及び前記少なくとも１つの第２の結合器は、留め具
を含む、請求項８に記載のいす構成要素。
【請求項１０】
　前記カバー部材は、布部分、及び前記布部分の縁部に近接して位置する引き紐用トンネ
ルを含み、前記引き紐は、前記引き紐用トンネル内に受け入れられる、請求項１～９のう
ちいずれか一項に記載のいす構成要素。
【請求項１１】
　前記引き紐用トンネル及び前記引き紐は、少なくとも１つの締め具によって前記第１の
いす部材の後面に固着される、請求項１０に記載のいす構成要素。
【請求項１２】
　前記布は、少なくとも１つの方向に弾性的に変形可能である、請求項１０又は１１に記
載のいす構成要素。
【請求項１３】
　前記いす構成要素は、いす背部組立体を備える、請求項１～１２のうちいずれか一項に
記載のいす構成要素。
【請求項１４】
　前記第２のいす部材は、背部シェルを構成する、請求項１～１３のうちいずれか一項に
記載のいす構成要素。
【請求項１５】
　着座したユーザを支持するように構成した第１のいす部材；
　第２のいす部材であって、前記第２のいす部材が前記第１のいす部材と実質的に同一平
面であり前記第２のいす部材が前記第１のいす部材から離間する第１の位置と、前記第２
のいす部材が前記第１のいす部材と接触する第２の位置との間を移動可能な第２のいす部
材；
　前記第１のいす部材の少なくとも一部分及び前記第２のいす部材の少なくとも一部分の
周りを覆うカバー部材；並びに
　前記第２のいす部材が前記第１の位置にあるときに前記第１のいす部材の前記少なくと
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も一部分及び前記第２のいす部材の前記少なくとも一部分の周りで前記カバー部材を引っ
張るために、前記カバー部材と動作可能に結合した１本の引き紐を備え、
　前記第２のいす部材が前記第１の位置から前記第２の位置に移動したときに、前記第１
のいす部材の少なくとも一部分の周りと、前記第２のいす部材の少なくとも一部分の周り
を前記カバー部材が覆いつづけている、
　いす構成要素。
【請求項１６】
　前記引き紐は、前記第１のいす部材と当接する、請求項１５に記載のいす構成要素。
【請求項１７】
　前記いす構成要素は、いす背部組立体を備える、請求項１５又は１６に記載のいす構成
要素。
【請求項１８】
　前記第２のいす部材は、背部シェルを構成する、請求項１７に記載のいす構成要素。
【請求項１９】
　背部枠組立体；
　前記背部枠組立体に動作可能に結合し、着座したユーザを支持するように構成した背部
支持組立体であって、前記背部支持組立体は、前記背部枠組立体に対する第１の位置と、
前記第１の位置とは異なる、前記背部枠組立体に対する第２の位置との間を移動可能であ
り、前記背部枠組立体及び前記背部支持組立体は、前記背部枠組立体と前記背部支持組立
体との間の間隙を画定するように協働し、前記間隙は、前記背部支持組立体が前記第１の
位置にあるときの第１の距離、及び前記背部支持組立体が前記第２の位置にあるときの前
記第１の距離よりも大きい第２の距離を画定する、背部支持組立体と、；
　前記背部支持組立体が前記第１の位置と前記第２の位置との間を移動するときに前記間
隙へのアクセスを低減するために前記間隙を実質的に塞ぐ遮蔽部材と、
　を備えるいす背部組立体。
【請求項２０】
　前記遮蔽部材は、前記背部支持組立体が前記第１の位置と前記第２の位置との間を移動
するときに前記背部枠組立体及び前記背部支持組立体のうち選択した１つに沿って摺動可
能に追従する、請求項１９に記載のいす背部組立体。
【請求項２１】
　前記背部枠組立体は、水平延在枠部分を含み、前記背部支持組立体は、後向き後面を有
する背部シェルを含み、前記間隙は、前記水平延在枠部分と前記背部シェルの前記後面と
の間に画定される、請求項１９又は２０に記載のいす背部組立体。
【請求項２２】
　前記遮蔽部材は、前記水平延在枠部分を摺動可能に係合する、請求項２１に記載のいす
背部組立体。
【請求項２３】
　前記遮蔽部材は、前記水平延在枠部分を摺動可能に係合する弓形状面を含む、請求項２
１又は２２に記載のいす背部組立体。
【請求項２４】
　前記遮蔽部材の少なくとも一部分は、前記水平延在枠部分と前記背部シェルとの間に位
置する、請求項２１～２３のうちいずれか一項に記載のいす背部組立体。
【請求項２５】
　前記遮蔽部材の少なくとも一部分は、前記背部枠組立体と前記背部支持組立体との間に
位置する、請求項１９～２４のうちいずれか一項に記載のいす背部組立体。
【請求項２６】
　前記遮蔽部材は、前記背部枠組立体及び前記背部支持組立体のうち選択した１つを摺動
可能に係合する弓形状面を含む、請求項１９に記載のいす背部組立体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、いす組立体に関し、より詳細には、背部組立体を備える事務用いす組立体に
関し、この背部組立体は、背部組立体の前面及び後面周りを覆ういす張り構成を含む。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００２】
　本発明の一態様は、着座したユーザを支持するように構成した第１のいす部材、第２の
いす部材であって、第２のいす構成要素が第１のいす部材と実質的に同一平面である第１
の位置と、第２のいす部材が第１のいす部材と実質的に平行である第２の位置との間を移
動可能である第２のいす部材、第１のいす部材の少なくとも一部分及び第２のいす部材の
少なくとも一部分の周りを覆うカバー部材、並びに第２のいす部材が第１の位置にあると
きに第１のいす部材の少なくとも一部分及び第２のいす部材の少なくとも一部分の周りで
カバー部材を引っ張るために、カバー部材と動作可能に結合した１本の引きひもを備える
いす構成要素を提供することである。
【０００３】
　本発明の別の態様は、着座したユーザを支持するように構成した第１のいす部材、第２
のいす構成要素であって、第２のいす部材が第１のいす部材と実質的に同一平面であり、
第２のいす部材が第１のいす部材から離間する第１の位置と、第２のいす部材が第１のい
す部材と接触する第２の位置との間を移動可能である第２のいす構成要素、第１のいす部
材の少なくとも一部分及び第２のいす部材の少なくとも一部分の周りを覆うカバー部材、
並びにいす部材が第１の位置にあるときに第１のいす部材の少なくとも一部分及び第２の
いす部材の少なくとも一部分の周りでカバー部材を引っ張るために、カバー部材と動作可
能に結合した１本の引きひもを備えるいす構成要素を提供することである。
【０００４】
　本発明の更に別の態様は、着座したユーザを支持するように構成した第１のいす部材を
準備すること、第２のいす部材を準備することであって、第２のいす部材は、第２のいす
部材が第１のいす部材と実質的に同一平面である第１の位置と、第２のいす部材が第１の
いす部材と実質的に平行である第２の位置との間を移動可能である、準備すること、並び
に第１のいす部材の少なくとも一部分及び第２のいす部材の少なくとも一部分の周りをカ
バー部材で覆うことを含むいす構成要素の組立て方法を提供することである。本方法は、
カバー部材と動作可能に結合した引きひもを準備すること、第２のいす部材が第１の位置
にあるときに第１のいす部材の少なくとも一部分及び第２のいす部材の少なくとも一部分
の周りでカバー部材を引っ張ること、第２のいす部材が第１の位置にある間に引きひもの
効果的な長さを固定すること、第２のいす部材を第１の位置から第２の位置に移動するこ
と、並びに第２のいす部材を第２の位置に固着することを更に含む。
【０００５】
　本発明の別の態様は、着座したユーザを支持するように構成され、前向き前面及び後向
き後面を含む第１のいす部材であって、前向き前面及び後向き後面は、前向き前面と後向
き後面との間の第１の厚さを画定し、第１のいす部材は、後面から後方に延在する少なく
とも１つの隆起部分を更に含み、前面及び少なくとも１つの隆起部分は、第１の厚さより
も大きい、前面と少なくとも１つの隆起部分との間の第２の厚さを画定し、第１のいす部
材の大部分は、第１の厚さを含む、第１のいす部材、第１のいす部材の少なくとも一部分
の周りを覆うカバー部材、並びに第１のいす部材の少なくとも一部分の周りでカバー部材
を引っ張るためにカバー部材と動作可能に結合した引き紐であって、隆起部分内に受け入
れられる少なくとも１つの締め具によって第１の部分に固着される引き紐を備えるいす構
成要素を提供することである。
【０００６】
　本発明の更に別の態様は、着座したユーザを支持するように構成され、前向き前面及び
後向き後面を含む第１のいす部材であって、後面から後方に延在する少なくとも１つの隆
起部分を更に含む第１のいす部材、第１のいす部材の少なくとも一部分の周りを覆うカバ
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ー部材、並びに第１のいす部材の少なくとも一部分の周りでカバー部材を引っ張るために
カバー部材と動作可能に結合した引き紐を備えるいす構成要素であって、カバーは、少な
くとも１つの隆起部分と位置合わせされ、引き紐は、第１のいす部材に固着される、いす
構成要素を提供することである。
【０００７】
　本発明の別の態様は、着座したユーザを支持するように構成され、前向き前面及び後向
き後面を含む第１のいす部材を準備することであって、第１のいす部材は、後面から後方
に延在する少なくとも１つの隆起部分を更に含む、準備すること、第１のいす部材の少な
くとも一部分の周りをカバー部材で覆うこと、カバー部材と動作可能に結合した引き紐を
準備すること、並びに引き紐により第１のいす部材の少なくとも一部分の周りでカバー部
材を引っ張ることを含むいす構成要素の組立て方法を提供することである。本方法は、カ
バーを第１のいす部材に対して適切に位置合わせするためにカバーを少なくとも１つの隆
起部分と位置合わせすること、少なくとも１つの隆起部分内に受け入れられる少なくとも
１つの締め具を用いて第１のいす部材に引き紐を固着することを更に含む。
【０００８】
　本発明の更に別の態様は、背部枠組立体、背部枠組立体に動作可能に結合し、着座した
ユーザを支持するように構成した背部支持組立体であって、背部支持組立体は、背部枠組
立体に対する第１の位置と、第１の位置とは異なる、背部枠組立体に対する第２の位置と
の間を移動可能であり、背部枠組立体及び背部支持組立体は、背部枠組立体と背部支持組
立体との間の間隙を画定するように協働し、間隙は、背部支持組立体が第１の位置にある
ときの第１の距離、及び第１の距離よりも大きい、背部支持組立体が第２の位置にあると
きの第２の距離を画定する、背部支持組立体、並びに背部組立体が第１の位置と第２の位
置との間を移動するときに間隙へのアクセスを低減するために間隙を実質的に塞ぐ遮蔽部
材を備えるいす背部組立体を提供することである。
【０００９】
　本発明のこれら及び他の特徴並びに利点は、以下の明細書、特許請求の範囲及び添付の
図面を参照することにより、当業者であれば更に理解、了解されよう。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明を具体化したいす組立体の正面斜視図である。
【図２】いす組立体の背部斜視図である。
【図３】いす組立体を下側位置及び破線の引上げ位置で示すいす組立体、並びに座席組立
体を後退位置及び破線の伸長位置で示す座席組立体の側面図である。
【図４】いす組立体を直立位置及び破線の傾斜位置で示すいす組立体の側面図である。
【図５】座席組立体の分解図である。
【図６】ばね支持組立体を示すために座席組立体の一部分が取り除かれた、いす組立体の
拡大斜視図である。
【図７】背部組立体の正面斜視図である。
【図８】背部組立体の側面図である。
【図９Ａ】背部組立体の分解正面斜視図である。
【図９Ｂ】背部組立体の分解後面斜視図である。
【図１０】図９Ａの領域Ｘの拡大斜視図である。
【図１１】図２の領域ＸＩの拡大斜視図である。
【図１２】図７の線ＸＩＩ－ＸＩＩに沿った上側背部枢動組立体の断面図である。
【図１３】図９Ｂの領域ＸＩＩＩの拡大斜視図である。
【図１４】図１３の線ＸＩＶ－ＸＩＶに沿った快適部材の断面側面図である。
【図１５Ａ】快適部材及び腰部組立体の拡大斜視図である。
【図１５Ｂ】快適部材及び腰部組立体の後面斜視図である。
【図１６Ａ】つめ部材の正面斜視図である。
【図１６Ｂ】つめ部材の後面斜視図である。
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【図１７】図１５Ｂの線ＸＶＩＩ－ＸＶＩＩに沿った部分断面斜視図である。
【図１８Ａ】背部支持組立体を組み立てるステップを示す分解斜視図である。
【図１８Ｂ】点線で示す固定具を有する、背部支持組立体を組み立てるステップを示す分
解斜視図である。
【図１８Ｃ】背部支持組立体を組み立てるステップを示す分解斜視図である。
【図１８Ｄ】背部支持組立体を組み立てるステップを示す分解斜視図である。
【図１９】図９Ｂの領域ＸＩＸの斜視図である。
【図２０Ａ】図１８Ａの領域ＸＸＡの斜視図である。
【図２０Ｂ】図１８Ｂの領域ＸＸＢの斜視図である。
【図２０Ｃ】図２０Ａに示す実施形態への代替実施形態の図である。
【図２１Ａ】引き紐を快適部材に固着するステップの図である。
【図２１Ｂ】引き紐を快適部材に固着するステップの図である。
【図２１Ｃ】引き紐を快適部材に固着するステップの図である。
【図２１Ｄ】引き紐を快適部材に固着するステップの図である。
【図２１Ｅ】引き紐を快適部材に固着するステップの図である。
【図２１Ｆ】引き紐を快適部材に固着するステップの図である。
【図２１Ｇ】引き紐を快適部材に固着するステップの図である。
【図２１Ｈ】引き紐を快適部材に固着するステップの図である。
【図２２】背部組立体の斜視図である。
【図２３】図２２の線ＸＸＩＩＩ－ＸＸＩＩＩに沿った背部組立体の断面上面図である。
【図２４】背部支持組立体の内部構成要素を見せるために外側構成要素が取り除かれた背
部支持組立体の斜視図である。
【図２５】いす組立体の斜視図である。
【図２６】図２５のいす組立体の正面図である。
【図２７】図２５のいす組立体の第１の側面図である。
【図２８】図２５のいす組立体の第２の側面図である。
【図２９】図２５のいす組立体の後面図である。
【図３０】図２５のいす組立体の上面平面図である。
【図３１】図２５のいす組立体の底面平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本明細書において説明する目的で、用語「上側」「下側」「右」、「左」、「後」、「
前」、「垂直」、「水平」及びそれらの派生語は、図１及び図２で方向付けた発明に関連
するものとする。しかし、本発明は、そうではないと明確に特定する場合を除いて、様々
な代替的向き及びステップ順序を仮定できることを理解されたい。添付の図面に示され、
以下の明細書に記載される特定のデバイス及び工程は、添付の特許請求の範囲で定義され
る本発明の概念の例示的実施形態であることも理解されたい。したがって、本明細書で開
示する実施形態に関連する特定の寸法及び他の物理的特性は、特許請求の範囲で別段に明
記されていない限り、限定として見なすべきではない。本明細書で開示する実施形態の様
々な要素は、互いに動作可能に結合されるものとして説明でき、そのような要素は、直接
的又は間接的に互いに結合される要素を含む。更に、本明細書で用いる用語「いす」は、
事務用いす、車両用座席、家庭用座席、スタジアム用座席、劇場用座席等を含む様々な着
座構成を包含する。
【００１２】
　参照数字１０（図１及び図２）は、本発明を具体化したいす組立体を全体的に表示する
。図示の例では、いす組立体１０は、支持床面１３と当接するキャスタ付基部組立体１２
、キャスタ付基部組立体１２によって支持される制御又は支持組立体１４、それぞれが制
御組立体１４と動作可能に結合した座席組立体１６及び背部組立体１８、並びに一対のア
ーム組立体２０を含む。制御組立体１４（図３）は、座席組立体１６、背部組立体１８及
びアーム組立体２０が完全下側位置Ａと完全引上げ位置Ｂとの間で垂直に調節でき、且つ
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方向２２で垂直軸２１周りに枢動できるように、基部組立体１２に動作可能に結合される
。座席組立体１６は、座席組立体１６が完全後退位置Ｃと完全伸長位置Ｄとの間で制御組
立体１４に対して縦方向に調節可能であるように、制御組立体１４に動作可能に結合され
る。座席組立体１６（図４）及び背部組立体１８は、背部組立体１８が完全直立位置Ｅと
完全傾斜位置Ｆとの間で移動可能であるように、且つ更に、座席組立体１６が背部組立体
１８の完全直立位置Ｅ及び完全傾斜位置Ｆにそれぞれ対応する完全直立位置Ｇと完全傾斜
位置Ｈとの間で移動可能であるように、制御組立体１４と且つ互いに動作可能に結合され
る。
【００１３】
　基部組立体１２は、径方向に延在し、中空中心円柱２６周りに離間して位置する複数の
台座アーム２４を含み、この中空中心円柱２６は、空気式シリンダ２８を中に受け入れる
。各台座アーム２４は、関連付けたキャスタ組立体３０によって床面１３の上に支持され
る。基部組立体１２は、複数アーム台座組立体を含むものとして示すが、限定はしないが
、固定円柱、複数の脚構成、車両用座席支持組立体等を含めた他の適切な支持構造体を利
用できることに留意されたい。
【００１４】
　座席組立体１６（図５）は、前方縁部３４、後方縁部３６及び一対のコの字型案内レー
ル３８を有する比較的硬い座席支持板３２を含み、一対のコの字型案内レール３８は、座
席支持板３２の側縁部を画定し、前方縁部３４と後方縁部３６との間に延在する。座席組
立体１６は、一対の上向き側部分４２及び上向き後部分４４を有する柔軟弾性外側座席シ
ェル４０を更に含み、これらは、上向きに構成され全体が凹形状を形成するように協働す
る。図示の例では、座席シェル４０は、熱可塑性エラストマ（ＴＰＥ）等の比較的柔軟な
材料から構成される。組立て時、外側座席シェル４０は、固着され、座席支持板３２とプ
ラスチック製柔軟弾性座席底面４６との間に挟まれ、このプラスチック製柔軟弾性座席底
面４６は、複数の機械的締め具によって座席支持板３２に固着される。座席底面４６は、
前方縁部４８、後方縁部５０、前方縁部４８と後方縁部５０との間に延在する側縁部５２
、上面５４及び底面５６を含み、上面５４及び底面５６は、上向きに構成され全体が凹形
状を形成するように協働する。図示の例では、座席底面４６は、後方縁部５０から前方に
延在する複数の縦方向延在溝５８を含む。溝５８は、複数のフィンガ６０を間に画定する
ように協働し、各フィンガ６０は、個別に柔軟弾性である。座席底面４６は、前方縁部４
８に近接して位置する複数の横向き細長アパーチャ６２を更に含む。アパーチャ６２は、
アパーチャ６２の領域内で座席底面４６の全体の柔軟性を増大させるように協働し、特に
、以下で更に説明するように、座席底面４６の前方部分６４が座席底面４６の後方部分６
８に対して垂直方向６６に曲がるのを可能にする。座席組立体１６は、座席底面４６の上
面５４上に載置され、外側座席シェル４０内に置かれる発泡クッション部材７０、布座席
カバー７２及びクッション部材７０の上面７６を更に含む。ばね支持組立体７８（図５及
び図６）は、座席組立体１６に固着され、垂直方向６６に曲がる座席底面４６の前方部分
６４を柔軟に支持するように構成される。図示の例では、ばね支持組立体７８は、支持筐
体８０を含み、この支持筐体８０は、発泡体を備え、上向き凹形弓形状を画定する側部分
８２を有する。ばね支持組立体７８は、比較的硬い取付け部材８４を更に含み、この取付
け部材８４は、支持筐体８０の側部分８２の間で横方向に延在し、支持筐体８０と座席底
面４６の前方部分６４との間に位置する。複数の機械的締め具８６は、支持筐体８０及び
取付け部材８４を座席底面４６の前方部分６４に固着する。ばね支持組立体７８は、一対
の片持ばね８８を更に含み、一対の片持ばね８８のそれぞれは、取付け部材８４の対応す
るアパーチャ９２を通して受け入れられる遠位端９０、及び座席支持板３２に固着される
近位端９４を有し、それにより、各片持ちばね８８の遠位端９０を垂直方向６６に曲げる
ことができる。一対の線形支承部９６は、線形支承部９６が対応する片持ちばね８８の遠
位端９０を摺動可能に受け入れるように、取付け部材８４に固定式に取り付けられ、取付
け部材８４のアパーチャ９２と位置合わせされる。操作時、着座したユーザが座席組立体
１６上で前方に回転し、その前方縁部上に下向きの力を付与した場合、片持ちばね８８が
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協働して、座席底面４６の前方部分６４、及びより全体的には座席組立体１６の前方部分
全体が垂直方向６６に曲がるのを可能にする。
【００１５】
　背部組立体１８（図７～図９Ｂ）は、背部枠組立体９８及び背部枠組立体９８によって
支持される背部支持組立体９９を含む。背部枠組立体９８は、全体が金属等の実質的に硬
い材料から構成され、横方向延在上枠部分１００、横方向延在底枠部分１０２及び一対の
湾曲側枠部分１０４を含み、一対の湾曲側枠部分１０４は、上枠部分１００と底枠部分１
０２との間に延在し、それらと協働して比較的より大きな上側寸法１０８及び比較的より
狭い下側寸法１１０を有する開口１０６を画定する。
【００１６】
　背部組立体１８は、柔軟弾性プラスチック製背部シェル１１２を更に含み、背部シェル
１１２は、前方に位置する第１の部分１１９を含み、この第１の部分１１９は、上側縁部
１２１を有する上側部分１１４、下側部分１１６、上側部分１１４と下側部分１１６との
間に延在する一対の側縁部１１８、前向き面１２０並びに後向き面１２２を有し、上側部
分１１４の幅は、全体に下側部分１１６の幅よりも大きく、下側部分１１６は、下方に向
けて先細になり、枠組立体９８の後部立面構成に全体が追従する。背部シェル１１２は、
後方に位置する第２の部分１２３を更に含み、この第２の部分１２３は、上側縁部１２５
、下側縁部１２７、及び上側縁部１２５と下側縁部１２７との間に延在する一対の側縁部
１２９を有する。以下で説明するように、第２の部分１２３は、第２の部分１２３の上側
縁部１２５及び側縁部１２９が第１の部分１１９の上側縁部１２１及び側縁部１１８それ
ぞれと全体的に位置合わせされるように、第１の部分１１９の上側部分１１４と全体に位
置合わせされる。
【００１７】
　下側補強部材１１５は、背部シェル１１２の第１の部分１１９の下側部分１１６のフッ
ク１１７（図９Ａ）に取り付けられる。補強部材１１５は、下側補強部材１１５が背部シ
ェル１１２に対して横方向に移動するのを防止するために、補強リブ１３４を係合する複
数の突出部１１３を含む。
【００１８】
　背部シェル１１２の第１の部分１１９は、一体成形した前方及び上方に延在する複数の
フック１２４（図１０）も含み、このフック１２４は、第１の部分１１９の上側部分１１
４の周縁周りに離間して置かれる。中間又は腰部分１２６は、背部シェル１１２の第１の
部分１１９の上側部分１１４と下側部分１１６との間に垂直に位置し、複数の横方向延在
溝１２８を含み、これらの溝１２８は、溝１２８の間に位置する複数の横方向延在リブ１
３０を形成するように協働する。溝１２８は、背部シェル１１２にその場所での更なる曲
げをもたらすように協働する。横方向リブ１３０の対は、垂直延在リブ１３２によって結
合され、この垂直延在リブ１３２は、横方向リブ１３０と一体形成され、横方向リブ１３
０のおおよその横方向中間点に位置する。以下で更に説明するように、垂直リブ１３２は
、横方向リブ１３０を一緒に連結するように機能し、且つ背部組立体１８が直立位置Ｅか
ら傾斜位置Ｆに移動する場合に背部シェル１１２がその中間部分１２６で曲がるときに垂
直リブ１３２の間の垂直な広がりを低減するように機能する。背部シェル１１２の第１の
位置１１９は、横方向に離間する複数の補強リブ１３４を更に含み、これらの補強リブ１
３４は、第１の位置１１９の垂直長さ部に沿って下側部分１１６と中間部分１２６との間
に縦方向に延在する。リブ１３４のそれぞれの奥行きは、背部シェル１１２の全体の堅さ
がリブの長さ部に沿って中間部分１２６から下側部分１１６に向けて増大するように、中
間部分１２６からリブ１３４のそれぞれに沿って更に深く増大することに留意されたい。
【００１９】
　背部シェル１１２の第１の部分１１９は、後方に延在し一体成形した一対の枢動ボス１
３８を更に含み、この枢動ボス１３８は、上側背部枢動組立体１４０の一部を形成する。
背部枢動組立体１４０（図１１及び図１２）は、背部シェル１１２の枢動ボス１３８、そ
れぞれの枢動ボス１３８を取り囲む一対のシュラウド部材１４２、レース部材１４４及び
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機械的締結組立体１４６を含む。各枢動ボス１３８は、一対の側壁１４８及び後向き凹形
座面１５０を含み、後向き凹形座面１５０は、後向き凹形座面１５０を貫通する縦長の枢
動溝１５２を有する。各シュラウド部材１４２は、対応する枢動ボス１３８を厳密に収容
するように成形され、側壁１４８に対応する複数の側壁１５４及び後向き凹形支承面１５
６を含み、この後向き凹形支承面１５６は、後向き凹形支承面１５６を貫通する縦長の枢
動溝を含み、対応する枢動ボス１３８の溝１５２と位置合わせするように構成される。レ
ース部材１４４は、背部枠組立体９８の上枠部分１００に沿って横方向に延在しそれと当
接する中心部分１５８、及びレース部材１４４の端部に位置する一対の弓形状支承面１６
０を含む。具体的には、中心部分１５８は、第１の部分１６２及び第２の部分１６４を含
み、第１の部分１６２は上枠部分１００の前面と当接し、第２の部分１６４は上枠部分１
００の上面と当接する。各支承面１６０は、各支承面１６０を貫通するアパーチャ１６６
を含む。
【００２０】
　組立て時、シュラウド部材１４２は、支承面１５６が対応する枢動ボス１３８の座面１
５０と支承面１６０との間に挟まれるように、背部シェル１１２の対応する枢動ボス１３
８周りに位置決めされ、背部シェル１１２の第１の位置１１９とレース部材１４４との間
に動作可能に位置決めされる。機械的締結組立体１４６はそれぞれ、支承ワッシャ１７６
の丸形当接面１７４を対応する枢動ボス１３８の内側面１７８と摺動係合して固着するボ
ルト１７２を含み、背部枠組立体９８の対応するボス部材１６８を螺合係合する。作業時
、上側背部枢動組立体１４０は、背部支持組立体９９が背部枠組立体に対して方向１８０
（図８）で枢動軸１８２（図７）周りに枢動するのを可能にする。
【００２１】
　背部支持組立体９９（図９Ａ及び図９Ｂ）は、柔軟弾性快適部材１８４（図１５Ａ及び
図１５Ｂ）を更に含み、柔軟弾性快適部材１８４は、背部シェル１１２に取り付けられ、
腰部組立体１８６を摺動可能に支持する。快適部材１８４は、上側部分１８８、下側部分
１９０、快適部材１８４の曲がりを増大させるためにそれに沿って離間して位置する複数
のアパーチャ１８９を有する一対の側部分１９２、前方面１９３及び後方面１９５を含み
、上側部分１８８、下側部分１９０及び側部分は、腰部組立体１８６を中に受け入れるア
パーチャ１９４を形成するように協働する。図９Ｂ及び図１３に最良に示すように、快適
部材１８４は、複数の箱型結合器１９６を含み、これら複数の箱型結合器１９６は、上側
部分１８８の周縁周りに離間して置かれ、後方面１９５から後方に延在する。各箱型結合
器１９６は、内部空間２０２を形成するように協働する一対の側壁１９８、上壁２００及
び後壁２０４を含む。組立て時、快適部材１８４（図１２～図１４）は、背部シェル１１
２のフック１２４と位置合わせされ、それを箱型結合器１９６のそれぞれの内部空間２０
２に垂直に挿入することによって背部シェル１１２に固着される。快適部材１８４は、複
数のいす張り位置合わせ・接続パッド１９９を更に含み、これらのパッド１９９は、後方
面１９５から後方に延在し、快適部材１８４の外周周りに離間して置かれる。図１４に最
良に示すように、パッド１９９の領域の快適部材１８４の厚さｔは、快適部材１８４の他
の領域の快適部材１８４の厚さｔ'よりも大きい。図示の例では、快適部材１８４の領域
の大部分は、厚さｔ'を有する。以下で説明するように、パッド１９９は、いす張り構成
を快適部材１８４に取り付ける領域内の快適部材１８４の構造上の堅さを高め、且つ組立
て中、いす張り構成を快適部材１８４に対して適切に位置合わせする位置合わせ特徴部を
もたらすように機能する。
【００２２】
　快適部材１８４（図１５Ａ及び図１５Ｂ）は、一体成形した縦方向延在スリーブ２０６
を含み、このスリーブ２０６は、後方面１９５から後方に延在し、長方形断面構成を有す
る。腰部組立体１８６は、前方横方向凹部及び前方垂直凸部、柔軟弾性本体部分２０８、
並びに本体部分２０８から上方に延在する一体支持部分２１０を含む。図示の例では、本
体部分２０８は、本体部分２０８がその高さ部に沿って垂直に先細になるように成形され
、全体が快適部材１８４のアパーチャ１９４の輪郭及び形状に従うようにする。支持部分
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２１０は、腰部組立体１８６が完全下側位置Ｉと完全引上げ部分Ｊとの間で背部支持組立
体９９の残り部分に対して垂直に調節可能であるように、快適部材１８４のスリーブ２０
６内に摺動可能に受け入れられる。つめ部材２１２は、支持部分２１０の長さ部に沿って
離間して置かれる複数のアパーチャ２１４を選択的に係合し、それにより、完全下側位置
Ｉと完全引上げ位置Ｊとの間の選択した垂直位置で腰部組立体１８６を解放可能に固着す
る。つめ部材２１２（図１６Ａ及び図１６Ｂ）は、係合タブ２１８を有する筐体部分２１
６を含み、これら係合タブ２１８は、つめ部材２１２の端部に位置し、筐体部分２１６の
外側面２２０から後方に片寄る。柔軟弾性フィンガ２２２は、筐体部分２１６内の中心に
配置され、後方延在つめ２２４を含む。
【００２３】
　組立て時、つめ部材２１２（図１７）は、つめ部材２１２の筐体部分２１６の外側面２
２０が快適部材１８４の前方面１９３と同一平面になるように、且つ筐体部分２１６の係
合タブ２１８が快適部材１８４の後方面１９５と当接するように、快適部材１８４の上側
部分１８８内に位置するアパーチャ２２６内に位置決めされる。次に、腰部組立体１８６
の支持部分２１０は、スリーブ２０６が快適部材１８４の中で摺動可能であり、つめ２２
４がアパーチャ２１４と選択的に係合できるように、快適部材１８４のスリーブ２０６内
に位置決めされ、それにより、ユーザは、背部支持組立体９９全体に対する腰部組立体１
８６の位置を最適化できる。具体的には、腰部組立体１８６の本体部分２０８は、それぞ
れがコの字型断面構成を有する、外方に延在する一対の一体化柄部分２５１を含み（図１
８Ｄ）、これらコの字型断面構成は、背部シェル１１２のそれぞれの側縁部１９２周りを
覆い、それに沿って案内される。
【００２４】
　操作時、ユーザは、柄部分２５１の一方又は両方を把持し、柄組立体２５１を背部シェ
ル１８４に沿って垂直方向に摺動することによって、背部シェル１１２に対する腰部組立
体１８６の相対的な垂直位置を調節する。停止タブ２２８は、快適部材１８４のスリーブ
２０６の端壁を係合するように遠位端２３０内に一体形成され、遠位端２３０から片寄り
、それにより、腰部組立体１８６の支持部分２１０が快適部材１８４のスリーブ２０６に
対して垂直下方に進むのを制限する。
【００２５】
　背部支持組立体９９（図９Ａ及び図９Ｂ）は、上側部分２５４及び下側部分２５６を有
するクッション部材２５２並びに比較的薄い発泡材料を備える上層クッション２５３も含
み、下側部分２５６は、背部シェル１１２及び快適部材１８４の全体形状及び先細部に対
応するようにクッション部材２５２の垂直長さ部に沿って先細になる。
【００２６】
　背部支持組立体９９（図１８Ａ）は、背部シェル１１２、腰部支持組立体１８６、クッ
ション部材２５２及び上層クッション２５３を中に収容するいす張り構成又はカバー組立
体３００を更に含む。図示の例では、カバー組立体３００は、１つ又は複数の方向に弾性
的に変形可能であってもよい布材料を備える。カバー組立体３００は、前側３０２及び後
側３０４並びに垂れ蓋部分３１０を含み、前側３０２及び後側３０４は、前側３０２及び
後側３０４のそれぞれの側縁部に沿って一緒に縫い合わせられて、快適部材１８４、クッ
ション部材２５２及び上層クッション２５３を中に受け入れる第１の内部又は内側空間３
０８を有する第１のポケット３０６を形成し、垂れ蓋部分３１０は、後側３０４に縫い合
わせられ、腰部支持組立体１８６を中に受け入れる第２の内部又は内側空間３５０を有す
る第２のポケット３４８を形成するように後側３０４と協働する。クッション部材２５２
、快適部材１８４及び背部シェル１１２の第２の部分１２３は、カバー組立体３００と共
に組み立てる前に上層クッション２５３と共に組み立てられ、具体的には、上層クッショ
ン２５３の後面に接着剤により取り付けられることに留意されたい。
【００２７】
　組立て時、第１のポケット３０６は、縫い合わせるか又はカバー組立体３００を構成す
る材料に適切な他の手段等によって前側３０２及び後側３０４のそれぞれの側縁部を互い
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に取り付けることにより形成して第１の内部空間３０８を画定する。次に、垂れ蓋部分３
１０の縁部は、カバー組立体３００の中間区分３１２に近接する後側３０４に固着される
。図示の例では、快適部材１８４及び背部シェル１１２の第２の部分１２３は、第２の部
分１２３を快適部材１８４に対して平面関係に保持する固定具３０１（図１８Ｂ）内に置
かれる。次に、背部シェル１６４の第２の部分１２３と快適部材１８４とクッション部材
２９６との組合せは、後側３０４（図１８Ｂ）上に位置するアパーチャ３１４を介して第
１のポケット３０６の内部空間３０８に挿入される。いす張りカバー組立体３００は、ク
ッション部材２５２、背部シェル１１２の第２の部分１２３及び快適部材１８４周りに張
り渡し、上向き延在フック部材３２４（図１９）を通して受け入れる複数のアパーチャ３
２０によって快適部材１８４に固着される。代替的に、カバー組立体３００は、Ｔ字形取
付け部材３２２も通して受け入れるアパーチャ３２０を位置決めするように構成できる。
図示の例では、取付け部材３２２及びフック部材３２４は、快適部材１８４と一体形成さ
れる。各取付け部材３２２は、快適部材１８４の後面２５６の凹部３２９内で／凹部３２
９から直角後方に延在する第１の部分３２８を有するＴ字形断面又はボート・クリート形
状を備え、一対の第２の部分３３０は、第１の部分３２８の遠位端に位置し、第１の部分
３２８の遠位端から互いに反対関係で外方に延在する。第２の部分３３０のうち１つは、
第１の部分３２８と協働して角度の付いた係合面３３２を形成する。凹部３２９は、その
外周周りに縁部３３４を画定する。
【００２８】
　カバー組立体３００は、カバー組立体３００の引き紐用トンネル３３８を貫通する１本
の連続する引き紐３３６によって快適部材１８４に更に固着され、この引き紐３３６は、
背部シェル１１２の第２の部分１２３及び快適部材１８４の複数の取付け特徴部内で捕捉
され、次に取付け部材３２２に固着される。具体的には、引き紐３３６及び引き紐用トン
ネル３３８は、快適部材１８４のパッド１９９（図２０Ｂ）と同様の複数のいす張り位置
合わせ・接続パッド１９９'（図２０Ａ）と位置合わせされ、複数のかすがい（図示せず
）によりそれに固着される。代替的に、引き紐３３６及び引き紐用トンネル３３８は、背
部シェル１１２の第２の部分１２３の底縁部１２７と側縁部１２９との間の角付近に位置
するフック部材３１３（図２０Ｃ）の周りに回され、複数の結合器３１５によって捕捉さ
れ、複数の結合器３１５のそれぞれは、柔軟弾性で間に空間のある複数の歯３１７を含み
、第２の部分１２３の周縁周りに離間して置かれる。次に、引き紐３３６及び引き紐用ト
ンネル３３８は、カバー組立体３００の背部シェル１１２及び背部支持組立体９９全体と
の適切な位置合わせを保証するために、第２の部分１２３のパッド１９９と位置合わせさ
れる。図示の例では、引き紐３３６及び引き紐用トンネル３３８は、より厚さのあるパッ
ド１９９に挿入される複数のかすがい３１９により第２の部分に固着される。
【００２９】
　図２１Ａ～図２１Ｈに最良に示すように、引き紐３３６は、ぴんと引っ張られ、次に、
引き紐３３６の各自由端は、結び目を作らず、快適部材１８４とは別個の機械的締め具を
使用せずに関連する取付け部材３２２に固着され、それにより、残りの組立て工程を通し
て引き紐３３６の効果的な長さを固定する。引き紐３３６は、取付け部材３２２周りの引
き紐３３６の張力が凹部３２９に向かって角度の付いた係合面３３２に対して引き紐３３
６を強制的に押し付けるように、関連する取付け部材３２２の周りに巻き付けられ、それ
により、引き紐３３６の一部分は強制的に凹部３２９に入り、凹部３２９の縁部３３４の
少なくとも一部分と係合し、引き紐３３６と快適部材１８４との間の摩擦係合が増大する
ことになる。次に、腰部組立体１８６は、腰部組立体１８６の本体部分２７２がカバー組
立体３００の中間区分３１２付近に位置するように、カバー組立体３００、クッション部
材２５２及び快適部材１８４の組立体と位置合わせされ、腰部組立体１８６の支持部分２
１０は、上記のように快適部材１８４と結合される。次に、垂れ蓋部分３１０は、腰部組
立体１８６上に折り返され、それにより内部空間３５０を有する更なるポケット３４８（
図１８Ｄ）をもたらす。垂れ蓋部分３１０の遠位に位置する縁部３５２は、垂れ蓋部分３
１０が複数のアパーチャ３５４を通してフック３２４を受け入れた状態で、複数のアパー
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チャ３５４によって快適部材１８４に取り付けられる。遠位端３５２は、カバー組立体３
００の後側３０４にも縫い合わせられる。図示の例では、垂れ蓋部分３１０の側縁部３５
６は、カバー組立体３００の残り部分には取り付けられず、そのため、側縁部３５６は、
腰部組立体１８６の柄部分２５１が貫通する溝３６０を形成するようにカバー組立体３０
０の残り部分と協働する。第２のポケット３４８は、腰部組立体１８６が中で垂直に調節
可能であるように構成される。
　
【００３０】
　次に、カバー組立体３００、クッション部材２５２、快適部材１８４、腰部組立体１８
６及び背部シェル１１２の第２の部分１２３の組立体は、背部シェル１１２の第１の部分
１１９に取り付けられる。具体的には、快適部材１８４及び背部シェル１１２の第２の部
分１２３は、関連する固定具（３０１）から取り外され、次に、快適部材１８４は、既に
説明したフック１２４及び箱型結合器１９６を介して背部シェルの第１の部分に取り付け
られる。次に、背部シェル１１２の第２の部分１２３は、図１８Ｄに示すように第２の部
分１２３が第１の部分１１９と全体に平面である位置から、図８に示すように第２の部分
１２３が第１の部分１１９周りを覆い全体がそれと平行である位置まで、背部シェル１１
２の第１の部分１１９周りに回転する。図１１及び図２０Ａに最良に示すように、第２の
部分１２３は、複数の後方延在Ｔ字型結合器３２１を含み、一方で第１の部分は、結合器
３２１を解放可能に中に受け入れる複数の協働溝３２３を含み、それにより、第２の部分
１２３を第２の位置に固着する。第２の部分１２３の第１の部分１１９との適切な位置合
わせは、第２の部分１２３から前方に延在する全体が円錐形状の位置表示器３５１（図２
０Ａ）により実現され、この位置表示器３５１は、背部シェル１１２の第１の部分１１９
の後面内に延在する対応する円錐形状陥没部３５５（図２４）を位置特定し、それと位置
合わせする。
【００３１】
　図２２及び図２３に最良に示すように、背部組立体１８は、背部支持組立体９９の外側
縁部の快適さを増大させ、その外観を改良するように更に構成される。具体的には、柔軟
弾性快適部材１８４は、クッション部材２５２を中に受け入れる陥没ポケット４００を含
み、そのために、クッション部材２５２の外側縁部は快適部材１８４の外側縁部から内方
に離間し、それにより、背部支持組立体９９全体の外側周縁部に対する美観的にきれいな
外見をもたらす。
【００３２】
　上記のように、背部組立体１８（図４）は、直立位置Ｅと傾斜位置Ｆとの間で傾けるこ
とができる。傾けている間、背部支持組立体９９を曲げ、背部支持組立体９９を方向１８
０で枢動軸１８２周りに枢動させた結果として、間隙４０２が枠組立体９８の上枠部分１
００と背部シェル１１２の第２の部分１２３の下側縁部１２７との間に開く。図示の例で
は、遮蔽部材４０６（図１２及び図２４）は、間隙４０２へのアクセスを防止し、それに
よりユーザが指を挟む可能性のある点を減らす又は除く。遮蔽部材４０６は、本体部分４
０８を含み、この本体部分４０８は、遮蔽部材４０６の後方延在ボス４１２内に受け入れ
られる複数のねじ４１０によって背部シェル１１２の第１の部分１１９の後面に固着され
る。遮蔽部材４０６は、弓形状下方凹形係合部分４１４を更に含み、この係合部分４１４
は、背部組立体１８を傾け、背部支持組立体を曲げたときに、枠組立体９８の水平部分１
００及びレース部材１４４の中心部分１５８に沿って摺動可能に追跡する。
【００３３】
　いす組立体の実施形態は、斜視図（図２５）、正面図（図２６）、第１の側面図（図２
７）、第２の側面図（図２８）、後面図（図２９）上面平面図（図３０）及び底面平面図
（図３１）を含めた様々な図で示される。
【００３４】
　上記の説明において、本明細書で開示する本発明の概念を車両用座席、スタジアム用座
席、家庭用座席、劇場用座席等に適用する等の概念が開示される場合、本発明の様々な構
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成要素及び要素の代替形態の組合せ並びに本発明に対する修正形態は、元の発明の概念か
ら逸脱することなく行うことができることを当業者であれば容易に了解されよう。そのよ
うな修正形態は、特許請求の範囲の文言により別段に明記されていない限り、以下の特許
請求の範囲に含まれるものとして見なすべきである。
【符号の説明】
【００３５】
　１０　いす組立体
　１６　座席組立体
　１８　背部組立体
　９８　背部枠組立体
　９９　背部支持組立体
　１１２　背部シェル
　１８４　快適部材
　３００　カバー組立体

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】 【図８】
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【図９Ａ】

【図９Ｂ】

【図１０】

【図１１】 【図１２】
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【図１３】 【図１４】

【図１５Ａ】 【図１５Ｂ】
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【図１６Ａ】 【図１６Ｂ】

【図１７】 【図１８Ａ】
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【図１８Ｂ】 【図１８Ｃ】

【図１８Ｄ】 【図１９】

【図２０Ａ】
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【図２０Ｂ】 【図２０Ｃ】

【図２１Ａ】

【図２１Ｂ】

【図２１Ｃ】

【図２１Ｄ】

【図２１Ｅ】
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【図２１Ｆ】

【図２１Ｇ】

【図２１Ｈ】

【図２２】

【図２３】

【図２４】

【図２５】
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【図２６】 【図２７】

【図２８】 【図２９】
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【図３０】 【図３１】
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